
１ 令和３年度釜石市介護保険事業特別会計の決算状況について 

○ 令和３年度決算歳入は、前年度比で約１億６千８百２５万６千円の減少となった。 

   ・保険給付費等の減少に伴う国庫支出金、県支出金、繰入金(市)の減少 

○ 令和３年度決算歳出は、前年度比で約１億５千９百９９万２千円の減少となった。 

   ・保険給付費、地域支援事業費、総務費、諸支出金の減少 

○ 保険給付費は、前年度比で約４千３百万円の減少となった。 

   ・居宅介護住宅改修費、地域密着型介護予防サービス給付費、施設介護サービス給付費、 

介護予防福祉用具購入費等の減少 

○ 事業の状況 （サービス受給者数） 

   ・居宅サービス受給者数（合計 1,363人）は、前年度（1,310人）比で 53人の増加 

・地域密着サービス受給者数（合計 352人）は、前年度（333人）比で 19人の減少 

・施設介護サービス給付費数（合計 440人）は、前年度（451人）比で 11人の減少 

○ 事業の状況 （要介護認定事業） 

   ・要介護認定申請件数（2,611件）は、前年度（2,398件）比で 213件の増加 

○ 事業の状況 （要介護認定事業） 

   ・要支援 1・2及び要介護 1・2認定者数(合計 1,688人)は、前年度（1,692人）比で 4人の減少 

   ・要介護 3～5認定者数（合計 900人）は、前年度（922人）比で 22人の減少 

１ 決算の状況 

(1) 保険事業勘定 

（歳入）                                   単位：円 

款 令和３年度 令和２年度 比較増減 

1 保険料 705,087,300 718,066,500 △12,979,200 

2 分担金及び負担金 4,151,038 3,891,597 259,441 

3 使用料及び手数料 109,100 101,500 7,600 

4 国庫支出金 1,116,122,565 1,132,804,556 △16,681,991 

5 支払基金交付金 1,070,007,249 1,078,097,000 △8,089,751 

6 県支出金 601,512,814 612,527,059 △11,014,245 

7 財産収入 9,482 10,986 △1,504 

8 繰入金 608,767,800 650,278,124 △41,510,324 

9 繰越金 8,362,200 91,392,629 △83,030,429 

10 諸収入 6,193,177 1,409,260 4,783,917 

計 4,120,322,725 4,288,579,211 △168,256,486 

（歳出） 

款 令和３年度 令和２年度 比較増減 

1 総務費 50,385,461 56,216,980 △5,831,519 

2 保険給付費 3,842,930,964 3,885,698,576 △42,767,612 

4 基金積立金 8,371,682 107,183,431 △98,811,749 

5 地域支援事業費 197,376,998 205,650,317 △8,273,319 

6 諸支出金 21,159,030 25,467,707 △4,308,677 

計 4,120,224,135 4,280,217,011 △159,992,876 

 ○ 介護給付費準備基金残高  444,231千円（前年度 484,342千円） 

○ 一般会計繰入金      608,767千円（前年度 650,278千円） 

※ 基金残高は出納整理期間中の取崩、積立を反映した額です。 
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 (2) サービス事業勘定 

（歳入）                                    単位：円 

款 令和３年度 令和２年度 比較増減 

1 サービス収入 11,759,070 10,982,360 776,710 

2 繰入金 13,308,722 15,977,252 △2,668,530 

3 諸収入 0 1,000,000 △1,000,000 

計 25,067,792 27,959,612 △2,891,820 

（歳出） 

款 令和３年度 令和２年度 比較増減 

1 総務費 10,931,616 15,224,871 △4,293,255 

2 事業費 14,136,176 12,734,741 1,401,435 

計 25,067,792 27,959,612 △2,891,820 

○ 一般会計繰入金   13,308千円（前年度 15,977千円） 

 

 

２ 保険給付費給付状況 

（単位：千円・％） 

区 分 令和３年度 令和２年度 増減額 増減率 

居宅介護サービス給付費 1,204,117 1,220,944 △16,827 △1.4 

地域密着型介護サービス給付費 729,875 712,998 16,877 2.4 

施設介護サービス給付費 1,414,316 1,434,905 △20,589 △1.4 

居宅介護福祉用具購入費 5,109 4,686 423 9.0 

居宅介護住宅改修費 8,526 9,504 △978 △10.3 

居宅介護サービス計画給付費 188,496 181,067 7,429 4.1 

介護予防サービス給付費 46,446 44,848 1,598 3.6 

地域密着型介護予防サービス給付費 6,979 7,953 △974 △12.2 

介護予防福祉用具購入費 911 1,768 △857 △48.5 

介護予防住宅改修費 5,194 5,230 △36 △0.7 

介護予防サービス計画給付費 11,741 10,926 815 7.5 

審査支払手数料 4,027 3,942 85 2.2 

高額介護サービス費 70,795 69,844 951 1.4 

高額介護予防サービス費 64 7 57 814.3 

高額医療合算介護サービス費 7,693 6,718 975 14.5 

高額医療合算介護予防サービス費 0 0 0 0 

特定入所者介護サービス費 138,317 170,173 △31,856 △18.7 

特定入所者介護予防サービス費 325 186 139 74.7 

合    計 3,842,931 3,885,699 △42,768 △1.1 

 

 

 

 
2 



 

３ 保険料収納状況 

（単位：千円・％） 

区 分 調定額 収入済額 還付未済額 収納率 

特別徴収 649,900 651,412 1,512 100.2 

普通徴収 
現年度分 50,671 50,671 145 94.6 

過年度分 3,004 3,004 0 34.4 

合 計 712,166 705,087 1,657 99.0 

 

 

４ 事業の状況 

(1) 保険給付  3,842,931千円 

介護保険法に基づく各種介護サービスに係る給付を行い、適正なサービス提供を図るととも

に、効率的な事業運営に努めた。 

① 居宅サービス受給者数（令和 4年 3月分）               （単位：人） 

区 分 要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 合計 

第１号被保険者 113 107 366 358 153 139 98 1,334 

第２号被保険者 5 2 7 10 2 2 1 29 

合 計 118 109 373 368 155 141 99 1,363 

 

② 地域密着型サービス受給者数（令和 4年 3月分）            （単位：人） 

区 分 要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 合計 

第１号被保険者 4 2 94 103 65 44 36 348 

第２号被保険者 0 0 1 1 2 0 0 4 

合 計 4 2 95 104 67 44 36 352 

 

③ 施設介護サービス受給者数（令和 4年 3月分）             （単位：人） 

区 分 要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 合計 

介護老人福祉施設 0 0 0 4 38 97 91 230 

介護老人保健施設 0 0 27 50 59 50 24 210 

介護療養型医療施設 0 0 0 0 0 0 0 0 

合 計 0 0 27 54 97 147 115 440 

 

(2) 要介護認定事業 

被保険者からの要介護認定申請を受け、主治医意見書の入手及び要介護認定調査を行い、介

護認定審査会の審査判定を経て、その結果を被保険者に通知した。 

要介護認定申請件数 2,611件 

主治医意見書入手件数 2,564件 

要介護認定調査実施件数 2,545件 
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(3) 介護認定審査会事業 

大槌町と共同設置している介護認定審査会を開催し、要介護認定調査結果及び主治医意見書

をもとに、要介護認定の審査・判定を行った。 

区 分 令和 3年度 令和 2年度 比較増減 

認定申請者数 2,611 2,398 213 

認定審査件数 2,522 2,317 205 

要
介
護
認
定
者
数
（
３
月
末
） 

要支援 1 399 428 △29 

要支援 2 247 260 △13 

要介護 1 564 529 35 

要介護 2 478 475 3 

要介護 3 302 326 △24 

要介護 4 359 331 28 

要介護 5 239 265 △26 

合 計 2,588 2,614 △26 

審査会開催回数  91回 

 

(4) 地域支援事業 

高齢者を対象として、介護予防及び日常生活の自立支援を目的に、介護予防事業及び地域の

実情に応じて取り組む任意事業を実施した。また、包括的支援事業として総合相談支援業務や

権利擁護に関する取組の他、地域ケア会議の開催や在宅医療・介護連携推進事業により、医療

や介護に従事する支え手同士のネットワーク構築や取組の見える化を推進した。 

なお、令和３年度は全国的な新型コロナウイルス感染症の拡大により、各事業について中

止・縮小等があったため、参加者数や開催回数に影響があった。 
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